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ため、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」
（以下「障害者虐待防止法」という。）が衆議院厚生労働委員長の提出法
案として、国会に提出され、平成２３年６月に成立し、２４年１０月から施行さ
れる（法律の概要については、図表６）。

（６）生活環境の分野
平成１２年３月、ハード面、ソフト面を含めた社会全体のバリアフリー化

を効果的かつ総合的に推進するため、閣議口頭了解により、「バリアフ
リー化に関する関係閣僚会議」が設置され、１６年６月、同会議は、政府が
一体となってハード・ソフト両面にわたる社会のバリアフリー化に取り組
むための指針として「バリアフリー化推進要綱」を決定した。また、１８年
６月「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリア
フリー法）が成立し、同年１２月から施行された。これにより、当事者の参
画による基本構想の策定や、公共交通機関、道路、建築物のみならず、都
市公園、路外駐車場を含め、障害のある人等が日常生活等において利用す
る施設や経路を一体的にとらえた総合的なバリアフリー化の推進等が図ら
れることとなった。２０年３月には、施設や製品等について新しいバリアが

■図表６ 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法
律の概要
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生じないよう誰にとっても利用しやすいデザインにするという考え方であ
るユニバーサルデザインの浸透を踏まえ「バリアフリーに関する関係閣僚
会議」において、「バリアフリー化推進要綱」を改定し、バリアフリーと
ともにユニバーサルデザインを併せて推進することを明確化した「バリア
フリー・ユニバーサルデザイン推進要綱」を決定した。また、同様の趣旨
から、同じく３月、閣議口頭了解の一部改正によって「バリアフリーに関
する関係閣僚会議」を改組し、「バリアフリー・ユニバーサルデザインに
関する関係閣僚会議」を設置した。

（７）教育・育成の分野
教育・育成の分野においては、障害のある幼児児童生徒の一人一人の教

育的ニーズに柔軟に対応し、適切な指導及び支援を行うため、従来の盲・
聾・養護学校の制度を特別支援学校の制度に転換すること等を内容とする
「学校教育法等の一部を改正する法律」が平成１８年６月に成立し、１９年４
月から施行された。
また、平成１８年１２月には、「教育基本法」が全面的に改正され、同月か

ら施行されたところであり、障害のある幼児児童生徒についても、その障
害の状態に応じ十分な教育を受けられるよう、必要な支援を国及び地方公
共団体が講じなければならない旨が、「教育の機会均等」に関する規定に
新たに明記された。

（８）雇用・就業の分野
雇用・就業の分野においては、障害のある人の社会参加に伴いその就業

に対するニーズが高まっており、障害のある人の就業機会の拡大による職
業的自立を図ることが必要なことから、中小企業における障害者雇用の一
層の促進、短時間労働に対応した雇用率制度の見直し等を内容とする「障
害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」が平成２０年１２月
に成立し、２１年４月から順次施行されている。

（９）国際的取組
国際的な取組として平成２０年５月には、「アジア太平洋障害者の十年」

（２００３～２０１２年）の行動計画である「びわこミレニアム・フレームワーク
（BMF）」に係る後期５年間の行動指針として、「びわこプラスファイブ」
が国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）において採択された。
平成２３年度においては、「アジア太平洋障害者の十年」（２００３～２０１２年）

の終了を見据え、平成２５年以降のアジア太平洋地域の取組について、上記
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ESCAPにおいて関係各国代表による会合が持たれ、次期「十年」につい
て検討が進んでいる。２４年１０月～１１月には、韓国・仁川（インチョン）に
おいて、会合が持たれ、次期「十年」について討議と決定が行われる予定
である。

（１０）本部及び推進会議
前述のとおり、平成２１年１２月に「本部」が設置され、その下で障害当事

者を中心とする「推進会議」が２２年１月から開催され、第一次、第二次意
見を提出、それを踏まえた障害者基本法改正、総合福祉部会での提言の提
出がなされれるなど、今後の障害者施策を展望する上で平成２１年末から２３
年にかけては、画期的な時期となった。

【２】障害者の状況（基本的統計より）

（１）障害者の全体数

総数 在宅者 施設入所者

身体障害児・者
１８歳未満 ９．８万人 ９．３万人 ０．５万人
１８歳以上 ３５６．４万人 ３４８．３万人 ８．１万人
合計 ３６６．３万人（２９人） ３５７．６万人（２８人） ８．７万人（１人）

知的障害児・者

１８歳未満 １２．５万人 １１．７万人 ０．８万人
１８歳以上 ４１．０万人 ２９．０万人 １２．０万人
年齢不詳 １．２万人 １．２万人 ０．０万人
合計 ５４．７万人（４人） ４１．９万人（３人） １２．８万人（１人）

総数 外来患者 入院患者

精神障害者

２０歳未満 １７．８万人 １７．４万人 ０．４万人
２０歳以上 ３０５．４万人 ２７２．５万人 ３２．９万人
年齢不詳 ０．６万人 ０．５万人 ０．１万人
合計 ３２３．３万人（２５人） ２９０．０万人（２３人） ３３．３万人（３人）

■図表７ 障害者数（推計）

注１：（ ）内数字は、総人口１，０００人あたりの人数（平成１７年国勢調査人口による）。

注２：精神障害者の数は、ICD１０（国際疾病分類第１０版）の「V精神及び行動の障害」から精神遅滞を除いた数に、てんかんとアルツハイ

マーの数を加えた患者数に対応している。

注３：身体障害児・者の施設入所者数には、高齢者関係施設入所者は含まれていない。

注４：四捨五入で人数を出しているため、合計が一致しない場合がある。

資料：
「身体障害者」
在宅者：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１８年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１８年）等
「知的障害者」
在宅者：厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成１７年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１７年）
「精神障害者」
外来患者：厚生労働省「患者調査」（平成２０年）より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成
入院患者：厚生労働省「患者調査」（平成２０年）より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成


